
画

84.9 ― 88.0 8

係

8.0
指標 （％）
活動

4

指標

他市との
比較検証

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,056 4,895 7,398 0 合計 7,397,500 円
委託料 7,397,500 円

財
　
源

特定財源 1,311 0 2,522 0

一般財源 1,745 4,895 4,876 0

職員人件費　② 0 224 227 0

総事業費（①＋②） 3,056 5,119 7,625 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 新型インフルエンザ対策事業
費補助金

５年度以降の事業費見込 0 マイナンバー情報連携体制整
備事業補助金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

３

容 予防接種と感染症対

年

策

目
　
　
　
的

　予防接

度

種や検診等のデータを

評

適切に管理す

主
た
る
内

価

容

　予防接種の履歴や

）

、検診データを適切に

刈

管
ることで、市民の健

谷

康管理に寄与する。 理

市

するため健康管理シス

事

テムの必要な改修を
行

務

う。

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令 予防接種法、

業

新型インフルエンザ等

評

対策特別措置法、健康

価

増進法

対象者 市民 事業

シ

期間 令和元年度 ～ 令和

ー

３年度

実施方法 □直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

元年度実績 ２年

福

度実績 ３年度実績 ４年

祉

度計画

・システム改修

健

を実施し、風 ・システ

康

ム改修を実施し、母 ・

部

新型インフルエンザ等

一

の予 　
　しんの追加的

般

対策に対応し 　子保健

会

健康診査マニュアル 　

計

防接種履歴を管理する

地

た　 　
　た。 　の変更

域

に伴うＯＣＲ帳票の 　

健

め、システムを改修し

康

た。 　
・パッケージ導

支

入及び帳票の 　改修を

援

行った。 ・ロタウイル

シ

スワクチンの予 　
　設

ス

定 ・特定健康診査結果

テ

データに 　防接種履歴

ム

を管理するた　 　　　

改

―――――――
　個人

修

ごとの新保険証番号を

事

　め、システムを改修

業

した。
　取り込めるよ

担

うに改修を　 ・がん検

当

診等のデータの標準
　

課

行った｡ 　化と副本登

健

録のため、シス
　テム

康

を改修した。

システム

推

改修により、新型イン

進

フルエンザ等の予防接

課

種履歴が管理できた。

款

また、検診データの他

項

市との情報連携に向け

目

成果
て準備ができた。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

元年度 ２

係

年度 ３年度 ４年度 ６年

健

度

活動 安心できる医療

康

環境が整っていると思

企

う市民の割合 84.0



係

4 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　法的

令

業務に付随する事務と

和

して必要である。
・法

４

的業務
高い必要性 ・市

年

民ニーズ、社会需要
・

度

市民生活上必要である

（

　など

　予防接種や健

令

診に関する、個人と集

和

団のデータ管理が効
・

３

コストの節減、費用対

年

効果
高い

率よく行えて

度

いる。
効率性 ・執行体

評

制の効率性
・手段の最

価

適性　など

　事業実施

）

主体は、市であるため

刈

必要な事務である。
・

谷

市が主体となって実施

市

する
高い妥当性 　べき

事

事業であるか
・総合計

務

画との整合性　など

　

事

予防接種履歴を副本登

業

録することで。他市町

評

村との履歴

施策への ・

価

施策への貢献度
高い

の

シ

連携が可能となる。
・

ー

目標達成度
貢献度 ・市

ト

民サービスへの効果　

（

など

今後の方向性 □拡

様

充　□現状維持　□改

式

善・効率化　□縮小　

２

□終期設定　■休止・

）

廃止

会計名

Ｃ
 
　

担

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

当

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

部 福祉健康部

一般会計
地域健康支援システム改修事業

担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 健康企画



康

３年度

（決算） （決算

企

） （決算） （予算） 事

画

業費内訳

事業費　① 1

係

00,000 120,

4

000 98,446 1

1

20,000 合計 98

1

,446,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 98,446,000 円

一般財源 100,000 120,000 98,446 120,000

職員人件費　② 231 224 227 159

総事業費（①＋②） 100,231 120,224 98,673 120,159

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

３

の内容 地域医療体制の

年

充実

目
　
　
　
的

　市民

度

の医療に対するニーズ

評

の多様化・高度

主
た
る

価

内
容

　刈谷豊田総合病

）

院における高額医療機

刈

器の
化に対し、最新医

谷

療機器導入により市民

市

の健 購入及び医療情報

事

システムの導入に要す

務

る経
康管理に寄与する

事

。 費を補助する。

位
置

業

づ
け

関連計画  

根拠法

評

令  

対象者 医療法人豊

価

田会 事業期間 平成７年

シ

度 ～

実施方法 □直営　

ー

□委託　□指定管理　

ト

■補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

元年度実績 ２年度

部

実績 ３年度実績 ４年度

福

計画

がんの早期発見早

祉

期治療に必 手術支援ロ

健

ボットの更新・増 手術

康

用顕微鏡の更新、仮想

部

サ 高度医療機器に対し

一

て補助金
要なＰＥＴ－

般

ＣＴの購入等に 設及び

会

全身用ＭＲＩ装置の更

計

ーバー及び手術室モニ

刈

タシス を交付する。
対

谷

して補助金を交付した

豊

。 新に対して補助金を

田

交付した｡テムの更新

総

に対して補助金を
交付

合

した。

最新医療機器・

病

高度医療支援システム

院

の導入を支援すること

医

で、安心して医療が受

療

けられる環境整備に寄

機

与することがで

成果
き

器

た。

 

課題

指標名称（

補

単位）
実績値 目標値

元

助

年度 ２年度 ３年度 ４年

事

度 ６年度

成果 安心でき

業

る医療環境が整ってい

担

ると思う市民の割合 8

当

4 84.9 ― 88.0

課

88.0
指標 （％）

 

健

指標
 

他市との
比較検

康

証

推進課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

係

ス
　
ト

単位：千円
元年

健

度 ２年度 ３年度 ４年度



企画係

4 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

医療機器の整備により

和

、治療方法に選択の幅

４

が広がるこ
・法的業務

年

普通
とで救命率の増加

度

に繋がることが期待で

（

き、市民のニーズ
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 も高い。
・市民生

３

活上必要である　など

年

　機器の更新により、

度

術後の検査の減少や再

評

手術のリスク
・コスト

価

の節減、費用対効果
普

）

通
低下など費用対効果

刈

が期待できる。
効率性

谷

・執行体制の効率性
・

市

手段の最適性　など

　

事

多くの市民が受診する

務

総合病院であることか

事

ら、市が主
・市が主体

業

となって実施する
普通

評

体となって実施するこ

価

とが妥当である。
妥当

シ

性 　べき事業であるか

ー

・総合計画との整合性

ト

　など

　安心で安全な

（

医療の確保のための市

様

民サービスであり、

施

式

策への ・施策への貢献

２

度
普通

貢献度も高い。

）

・目標達成度
貢献度 ・

会

市民サービスへの効果

計

　など

今後の方向性 □

名

拡充　■現状維持　□

担

改善・効率化　□縮小

当

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　安心で安全な

福

医療の確保のため、今

祉

後も継続して補助を行

健

っていく。

康部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

会

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

計

　
∨

刈谷豊田総合病院医療機器補助事業
担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 健康



　　　  1,400人
    Ｃ型　　　　　 1,323人     Ｃ型　　　　　  1,405人    Ｃ型　　　　　  1,367人    Ｃ型　　　　　  1,400人

　疾病の予防、早期発見に結びついている。

成果

　歯科健診の受診率が20％に達するよう、さらに受診勧奨を図りたい。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 歯科健診受診率（40、50、60、70歳）（％） 18.0 17.1 18.0 18.5 19.0
指標

指標
　他市と比較して、歯科健診の受診率は第1位（令和3年度刈谷市受診率18.0％）となっている。

他市との 【令和3年度歯科健診受診率（40、50、60、70歳）】
比較検証 　碧南市15.3％、安城市12.4％、知立市9.5％、高浜市5.8％、西尾市5.8％

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,844 32,281 35,284 42,088 合計 35,284,350 円
需用費 445,100 円

財
　
源

特定財

Ｄ

源 7,737 7,58

　

3 6,940 9,38

　

2 役務費 3,428,

　

000 円
委託料 31

Ｏ

,409,010 円

　

一般財源 27,107

　

24,698 28,3

∧

44 32,706 使用

　

料及び賃借料 2,24

　

0 円

職員人件費　②

実

2,549 3,218

　

3,339 3,341

　

総事業費（①＋②） 3

施

7,393 35,49

　

9 38,623 45,

　

429

建
設
事
業

全体事

∨

業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 健康増進事業費補助金（県）
健康増進事業各種検診個人負

５年度以降の事業費見込 0 担金

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

３

　
　
的

　生活習慣に関

年

する歯周疾患、骨粗し

度

ょう症

主
た
る
内
容

　市

評

民を対象に、歯科健康

価

診査、後期高齢者
及び

）

Ｃ型・Ｂ型肝炎の予防

刈

と早期発見、早期 歯科

谷

口腔機能健康診査、骨

市

粗しょう症検診、
治療

事

を図る。 肝炎ウイルス

務

検診を実施する。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

業

健康増進法

対象者 主た

評

る内容欄参照 事業期間

価

平成６年度 ～

実施方法

シ

■直営　■委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

元年度実

当

績 ２年度実績 ３年度実

部

績 ４年度計画

・骨粗し

福

ょう症検診（基本健 ・

祉

骨粗しょう症検診 （

健

基本健・骨粗しょう症

康

検診 （基本健・骨粗

部

しょう症検診 （基本

一

健
　康診査含む）　　

般

 1,227人 　康診

会

査含む）　　    

計

424人　康診査含む

健

）　　    827

康

人　康診査含む）　　

診

    980人
・歯

査

科健診　　　　 3,

事

492人 ・歯科健診　

業

　　 　 3,239

担

人・歯科健診　　　 

当

　 3,168人・歯

課

科健診　　　 　 3

健

,200人
・後期高齢

康

者歯科口腔機能健 ・後

推

期高齢者歯科口腔機能

進

健 ・後期高齢者歯科口

課

腔機能健 ・後期高齢者

款

歯科口腔機能健
　診　

項

　　　　　　　 50

目

5人 　診　　　　　　

担

　　  440人　診

当

　　　　　　　　  

係

565人　診　　　　

成

　　　　  600人

人

・肝炎ウイルス検診 ・

保

肝炎ウイルス検診 ・肝

健

炎ウイルス検診 ・肝炎

係

ウイルス検診
    

4

Ｂ型　　　　　 1,

1

324人     Ｂ型

3

　　　　　  1,408人    Ｂ型　　　　　  1,367人    Ｂ型　　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健康増進法に基づき実

令

施している。また、歯

和

科健診、骨
・法的業務

４

高い
粗しょう症検診に

年

ついては、対象者を拡

度

大して実施してい
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 る。平成29年度

和

から後期高齢者歯科口

３

腔機能健診を実施し
・

年

市民生活上必要である

度

　など ている。

　歯科

評

健診、後期高齢者歯科

価

口腔機能健診、肝炎ウ

）

イルス
・コストの節減

刈

、費用対効果
高い

検診

谷

については、市内指定

市

医療機関で実施できる

事

体制にし
効率性 ・執行

務

体制の効率性 ている。

事

・手段の最適性　など

業

　

　健康増進法に基づ

評

き実施している。疾病

価

の早期発見、早
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
期治療により、市

ト

民の健康を守ることを

（

目的とした事業で
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

ある。
・総合計画との

２

整合性　など

　歯周疾

）

患、口腔機能低下、肝

会

炎、骨粗しょう症の早

計

期発

施策への ・施策へ

名

の貢献度
高い

見と早期

担

治療につながっている

当

。
・目標達成度

貢献度

部

・市民サービスへの効

福

果　など

今後の方向性

祉

□拡充　■現状維持　

健

□改善・効率化　□縮

康

小　□終期設定　□休

部

止・廃止

　これまでに

一

、一度も健診（検診）

般

を受けていない人への

会

受診勧奨を行い、疾病

計

の早期発見に努める。

健康診査

Ｃ
 
　
Ｈ
 

事

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

業

∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 3



71 32,629 37,370 38,000 38,500
指標
活動 がん検診の受診率（％） 24.8 21.8 24.8 25.0 25.2
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 260,641 211,826 246,378 267,616 合計 246,378,297 円
需用費 4,731,074 円

財
　
源

特定財源 599 566 579 566 役務費 2,802,000 円
委託料 238,845,223 円

一般財源 260,042 211,260 245,799 267,050

職員人件費　② 4,013 3,741 3,566 4,704

総事業費（①＋②） 264,654 215,567 249,944 272,320

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 がん検診推進事業費補助金（
国）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

３

　
　
的

　がんの早期発

年

見・早期治療により市

度

民の健

主
た
る
内
容

　死

評

亡原因の上位を占める

価

がんについて、早
康を

）

守る。 期発見により早

刈

期治療に繋げるために

谷

、胃が
ん、大腸がん、

市

肺がん、子宮がん、乳

事

がん等
のがん検診を実

務

施する。

位
置
づ
け

関連

事

計画 第2次健康日本2

業

1かりや計画

根拠法令

評

健康増進法、がん対策

価

基本法

対象者 市民（検

シ

診の種類により対象年

ー

齢あり） 事業期間 ～

実

ト

施方法 □直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

福

年度実績 ２年度実績 ３

祉

年度実績 ４年度計画

各

健

種がん検診受診率 各種

康

がん検診受診率 各種が

部

ん検診受診率 各種がん

一

検診受診率
・胃がん　

般

　17.0％ ・胃がん

会

　　13.4％ ・胃が

計

ん　　16.2％ ・胃

が

がん　　16.5％
・

ん

大腸がん　29.1％

検

・大腸がん　24.6

診

％ ・大腸がん　27.

事

4％ ・大腸がん　28

業

.0％
・肺がん　　2

担

6.6％ ・肺がん　　

当

22.1％ ・肺がん　

課

　24.7％ ・肺がん

健

　　25.0％
・子宮

康

がん　23.3％ ・子

推

宮がん　22.5％ ・

進

子宮がん　31.5％

課

・子宮がん　32.0

款

％
・乳がん　　28.

項

1％ ・乳がん　  2

目

6.3％ ・乳がん　　

担

24.3％ ・乳がん　

当

　26.5％

　令和3

係

年度から胃がん検診の

成

胃内視鏡検査を開始し

人

た。

成果

　新型コロナ

保

ウイルス感染症拡大に

健

よる検診の受診控えが

係

続かないよう、受診勧

4

奨をする必要がある。

1

課題

指標名称（単位）

3

実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 各種がん検診受診者数（人） 38,1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健康増進法及びがん対

令

策基本法に基づき、死

和

亡原因の第1
・法的業

４

務
高い

位であるがんの

年

早期発見の推進に努め

度

る必要がある。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要
・市民生活上必要で

和

ある　など

　市内指定

３

医療機関にて個別に検

年

診が実施できる体制整

度

備
・コストの節減、費

評

用対効果
高い

や、がん

価

検診等受診券を特定健

）

康診査受診票に同封し

刈

たり､
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 特定年齢に

市

対して個別に送付する

事

など、受けやすい体制

務

が
・手段の最適性　な

事

ど 整っている。

　健康

業

増進法及びがん対策基

評

本法に基づき実施して

価

おり、
・市が主体とな

シ

って実施する
高い

がん

ー

の早期発見、早期治療

ト

により市民の健康を守

（

ることを
妥当性 　べき

様

事業であるか 目的とし

式

た事業である。
・総合

２

計画との整合性　など

）

　がんの早期発見につ

会

ながっている。

施策へ

計

の ・施策への貢献度
高

名

い・目標達成度
貢献度

担

・市民サービスへの効

当

果　など

今後の方向性

部

□拡充　■現状維持　

福

□改善・効率化　□縮

祉

小　□終期設定　□休

健

止・廃止

　がん検診の

康

受診勧奨を行い、受診

部

率向上を図り、がんの

一

早期発見に努める。

般会計
が

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

ん

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

検

　
評
　
価
　
∨

診事業
担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 3



年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 法定報告による特定保健指導終了率 （％） 11.2 15.4 ― 16.0 16.5
指標 ※3年度の数値は12月公表予定

指標
【法定報告　令和2年度終了率】

他市との 刈谷市15.4％、碧南市22.9％、安城市17.1％、知立市26.4％、高浜市24.1％
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,815 1,921 1,901 3,729 合計 1,900,860 円
需用費 217,431 円

財
　
源

特定財源 1,665 1,490 1,828 3,704 役務費 281,800 円
委託料 1,401,629 円

一般財源 150 431 73 25

職員人件費　② 3,319 2,845 2,960 2,886

総事業費（①＋②） 5,134 4,766 4,861 6,615

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 特定健診等受託収入
健康増進事業費補助金（県）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 健康づくり
施策体系

和

施策の内容 健康の増進

３

目
　
　
　
的

　特定保健

年

指導を実施することに

度

より、生活

主
た
る
内
容

評

　特定健康診査等の結

価

果に基づいて、情報提

）

習慣改善への意識付け

刈

を行い、生活習慣病を

谷

供・動機付け支援・積

市

極的支援の3階層に区

事

分
予防する。 し保健指

務

導を行う。

位
置
づ
け

関

事

連計画 第3期国民健康

業

保険特定健康診査等実

評

施計画、第2期刈谷市

価

国民健康保険データヘ

シ

ルス計画

根拠法令 高齢

ー

者の医療の確保に関す

ト

る法律、健康増進法

対

（

象者 動機付け・積極的

様

支援に該当する人等 事

式

業期間 平成２０年度 ～

１

実施方法 ■直営　■委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

元年度実績 ２年度実績

一

３年度実績 ４年度計画

般

・積極的支援初回面接

会

者数 ・積極的支援初回

計

面接者数 ・積極的支援

特

初回面接者数 ・積極的

定

支援初回面接者数
 　

保

　　　　　　　　　 

健

15人  　　　　　　

指

　　　　 12人  　

導

　　　　　　　　　 

事

22人  　　　　　　

業

　　　　 30人
・動

担

機付け支援初回面接者

当

数 ・動機付け支援初回

課

面接者数 ・動機付け支

健

援初回面接者数 ・動機

康

付け支援初回面接者数

推

 　　　　　　　　　

進

　102人  　　　　

課

　　　　　　112人

款

 　　　　　　　　　

項

　111人  　　　　

目

　　　　　　120人

担

※保健センターに加え

当

市内健
　診センター2

係

箇所での保健指
　導を

成

開始

　感染予防対策を

人

講じながら実施できた

保

。直接対象者に働きか

健

け、生活習慣改善の意

係

識付けができた。

成果

4

　さらなる実施率の向

1

上を図る必要がある。

3

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　法に基づいて実施

令

している。市民の健康

和

状態の維持向上
・法的

４

業務
高い

のために必要

年

である。
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要
・市

（

民生活上必要である　

令

など

　健診受診時に実

和

施できる方法を取り入

３

れており、効率的
・コ

年

ストの節減、費用対効

度

果
高い

な実施体制とし

評

ている。
効率性 ・執行

価

体制の効率性
・手段の

）

最適性　など

　市が実

刈

施主体である。
・市が

谷

主体となって実施する

市

高い妥当性 　べき事業

事

であるか
・総合計画と

務

の整合性　など

　市民

事

の健康づくりへの意識

業

付けとなっている。

施

評

策への ・施策への貢献

価

度
高い・目標達成度

貢

シ

献度 ・市民サービスへ

ー

の効果　など

今後の方

ト

向性 □拡充　■現状維

（

持　□改善・効率化　

様

□縮小　□終期設定　

式

□休止・廃止

　参加し

２

やすい体制づくりと、

）

参加者が積極的に参加

会

したくなるような仕組

計

みを考える必要がある

名

。

担当部

Ｃ
 
　
Ｈ

福

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

祉

　
∧
　
評
　
価
　
∨

健康部

一般会計
特定保健指導事業

担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 3



3

） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,000 52,394 合計 3,000,000 円
委託料 3,000,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 19,000

一般財源 0 0 3,000 33,394

職員人件費　② 0 0 2,650 4,166

総事業費（①＋②） 0 0 5,650 56,560

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 健康の

３

増進

目
　
　
　
的

　総合

年

健康センター内「げん

度

きプラザ」のサ

主
た
る

評

内
容

　（仮称）北部げ

価

んきプラザの開設に向

）

けた
テライト施設を北

刈

部生涯学習センター内

谷

に開 整備を行う。
設し

市

、安心安全で効果的な

事

運動ができる場所
を提

務

供することで、市民の

事

健康増進を図る。

位
置

業

づ
け

関連計画 第2次健

評

康日本21かりや計画

価

根拠法令 健康増進法

対

シ

象者 13歳以上の市民

ー

事業期間 令和２年度 ～

ト

令和４年度

実施方法 □

（

直営　■委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

福

業
　
実
　
績

元年度実績

祉

２年度実績 ３年度実績

健

４年度計画

　 　 ・改修

康

工事設計 ・改修工事
　

部

　 ・運動指導員開催準

一

備　4回 ・運動指導員

般

開催準備　12回
　 　

会

・トレーニングマシン

計

等備品
　 　 　購入
　　

げ

　――――――― 　　

ん

　―――――――

　事

き

業者や関係部署と綿密

プ

な打合せを重ねたこと

ラ

で、改修工事設計を完

ザ

成することができた。

整

成果

　令和5年度開設

備

に向け計画通り推進が

事

できるよう、事業者と

業

打合せを重ね、備品購

担

入等早めに準備を進め

当

ていく必要が

ある。
課

課

題

指標名称（単位）
実

健

績値 目標値

元年度 ２年

康

度 ３年度 ４年度 ６年度

推

活動 施設整備率（％）

進

― 0.0 100.0
指

課

標
活動
指標

他市との
比

款

較検証

項 目 担当係 健康増

Ｃ
　
事
　
業
　

進

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

元年度 ２年度 ３年度 ４

4

年度 ３年度

（決算） （

1

決算） （決算） （予算



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　安全に安心し

令

て効果的な運動ができ

和

る場所を増設するこ
・

４

法的業務
高い

とで、よ

年

り多くの市民が利用し

度

やすくなり、市民の健

（

康の
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 保持・増

和

進及び介護予防に寄与

３

することができる。
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　トレーニング

評

を安心・安全に実践す

価

るには、体調の急変
・

）

コストの節減、費用対

刈

効果
普通

等のリスク管

谷

理等ができる職員の配

市

置や安全に扱いやすい

事

効率性 ・執行体制の効

務

率性 トレーニング機器

事

を選定する必要がある

業

。
・手段の最適性　な

評

ど

　病気の持った人や

価

低体力の人でも、安全

シ

に安心して効果
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
的な運動ができる

（

場所を増設することで

様

、様々な健康状態
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

の市民がより参加しや

）

すくなる。また、総合

会

計画にも位置
・総合計

計

画との整合性　など 付

名

けられている。

　健康

担

日本21かりや計画の

当

推進にあたり、運動習

部

慣のある

施策への ・施

福

策への貢献度
高い

人を

祉

増加させることで、市

健

民の健康意識を高め、

康

健康増進
・目標達成度

部

、生活習慣病予防、介

一

護予防につながるもの

般

である。
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 ■拡充

げ

　□現状維持　□改善

ん

・効率化　□縮小　□

き

終期設定　□休止・廃

プ

止

　安全に安心して効

ラ

果的な運動ができる場

ザ

所として、機器の選定

整

や運営方法の検討をし

備

ていく。

事業
担

Ｃ

当

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

課

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

健

∨

康推進課

款 項 目 担当係 健康増進係

4 1 3



  909人　　　　　　　　　　1,200人

　風しんのまん延及び先天性風しん症候群の発生予防に寄与した。帯状疱疹の発症及び重症化予防に寄与した。

成果

　さらに実施率を向上させる必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 風しん抗体検査実施者数（人） 2,707 1,553 581 1,000 1,000
指標
活動 帯状疱疹予防接種実施者数（人） ― 909 1,200 1,500
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,160 12,853 9,187 14,454 合計 9,187,359 円
需用費 4,290 円

財
　
源

特定財源 9,391 4,603 1,991 3,778 役務費 1,292,200 円
委託料 4,507,069 円

一般財源 15,769 8,250 7,196 10,676 負担金、補助及び
交付金 3,383,800 円

職員人件費　② 3,319 2,471 1,522 3,189

総事業費（①＋②） 28,479 15,32

Ｄ

4 10,709 17,

　

643

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

３年度特定財源名称

３

Ｏ

年度までの累積事業費

　

0 風しん抗体検査事業

　

費補助金
（国）

５年度

∧

以降の事業費見込 0

　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 予防接種と感染

３

症対策

目
　
　
　
的

　風

年

しんの抗体検査と予防

度

接種を実施するこ

主
た

評

る
内
容

○風しん抗体検

価

査と予防接種
とにより

）

、風しんの感染及び先

刈

天性風しん症 　昭和3

谷

7年4月2日から昭和

市

54年4月1日生まれ

事

候群の予防を図る。 　

務

の男性に対して、無料

事

で風しんの抗体検査
　

業

また、帯状疱疹予防接

評

種費用の助成を実施 　

価

を行い、抗体価の低い

シ

人に定期接種として
す

ー

ることにより、帯状疱

ト

疹の発症及び後遺症 　

（

無料で予防接種を実施

様

する。
の予防を図る。

式

○帯状疱疹予防接種
　

１

満50歳以上の市民を

）

対象に帯状疱疹予防接

会

　種費用の助成を行う

計

。（1回限り）

位
置
づ

名

け

関連計画

根拠法令 予

担

防接種法

対象者 主たる

当

内容欄参照 事業期間 令

部

和元年度 ～

実施方法 □

福

直営　■委託　□指定

祉

管理　□補助・助成　

健

□その他

康部

一般会計
予防

Ｂ
　
事
　

接

業
　
実
　
績

元年度実績

種

２年度実績 ３年度実績

事

４年度計画

・風しん抗

業

体検査実施者数　 ・風

担

しん抗体検査実施者数

当

　 ・風しん抗体検査実

課

施者数　 ・風しん抗体

健

検査実施者数
　　　　

康

　　　　　　2,70

推

7人　　　　　　　　

進

　　1,553人　　

課

　　　　　　　　  

款

581人　　　　　　

項

　　　　1,000人

目

・風しん予防接種実施

担

者数　 ・風しん予防接

当

種実施者数　 ・風し

係

ん予防接種実施者数　

成

・風しん予防接種実施

人

者数
　　　　　　　　

保

　　　604人 　　

健

　　　　　　　　 3

係

31人　　　　　　　

4

　　　  153人　

1

　　　　　　　　　　

4

200人
・帯状疱疹予防接種実施者数 ・帯状疱疹予防接種実施者数
　　　　　　　　　　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　先天性風しん症候群の

令

発生を予防するために

和

必要である
・法的業務

４

高い
。

必要性 ・市民ニ

年

ーズ、社会需要 　帯状

度

疱疹の発症及び重症化

（

を予防するために必要

令

である
・市民生活上必

和

要である　など 。

　風

３

しん抗体検査と予防接

年

種は、全国の実施医療

度

機関で検
・コストの節

評

減、費用対効果
高い

査

価

、予防接種が受けられ

）

る。
効率性 ・執行体制

刈

の効率性 　帯状疱疹予

谷

防接種は、市内指定医

市

療機関で受けられる。

事

・手段の最適性　など

務

　風しん抗体検査と予

事

防接種は、予防接種法

業

に基づいてお
・市が主

評

体となって実施する
高

価

い
り、市が実施主体で

シ

ある。
妥当性 　べき事

ー

業であるか 　帯状疱疹

ト

予防接種は、法的には

（

定められていないが、

様

市
・総合計画との整合

式

性　など が費用助成す

２

ることで市民が接種を

）

受けやすくなる。

　市

会

民の健康保持に役立っ

計

ている。

施策への ・施

名

策への貢献度
高い・目

担

標達成度
貢献度 ・市民

当

サービスへの効果　な

部

ど

今後の方向性 □拡充

福

　■現状維持　□改善

祉

・効率化　□縮小　□

健

終期設定　□休止・廃

康

止

　風しん抗体検査と

部

予防接種は、令和4年

一

度から令和6年度まで

般

実施期間が延長された

会

ため、未受診の人に積

計

極的に勧
奨する必要が

予

ある。
　帯状疱疹は継

防

続して実施していく。

接種事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 

担

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

当

∧
　
評
　
価
　
∨

課 健康推進課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 4



（予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 11,600 0 合計 11,600,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 10,000 0 交付金 11,600,000 円

一般財源 0 0 1,600 0

職員人件費　② 0 0 379 0

総事業費（①＋②） 0 0 11,979 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

新型コロナウイルスワクチン接種医療機関

協力金支給事業

令和４年

Ｐ
　

度

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

（

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

令

業
　
概
　
要

総合計画
分

和

野 福祉安全

基本施策 健

３

康づくり
施策体系

施策

年

の内容 予防接種と感染

度

症対策

目
　
　
　
的

　新

評

型コロナウイルス感染

価

防止対策を講じな

主
た

）

る
内
容

　新型コロナウ

刈

イルスワクチン接種を

谷

行う医
がら医療を提供

市

している市内の医療機

事

関に対 療機関に対して

務

協力金を交付する。
し

事

て、新たに行う新型コ

業

ロナウイルスワクチ 〇

評

交付額
ン接種に対応す

価

るための更なる感染防

シ

止対策 　1医療機関に

ー

つき20万円
等を支援

ト

する。

位
置
づ
け

関連計

（

画

根拠法令 刈谷市新型

様

コロナウイルスワクチ

式

ン接種医療機関協力金

１

交付要綱

対象者 事業期

）

間 令和３年度 ～ 令和３

会

年度

実施方法 □直営　

計

□委託　□指定管理　

名

■補助・助成　□その

担

他

当部 福祉健康部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実

般

　
績

元年度実績 ２年度

会

実績 ３年度実績 ４年度

計

計画

　 　 ・対象医療機

担

関　58事業所 　
　 　

当

　
　 　 　
　 　 　
　　　

課

――――――― 　　　

健

――――――― 　　　

康

―――――――

新型コ

推

ロナウイルスワクチン

進

接種を行う市内の医療

課

機関の更なる感染拡大

款

防止対策等を支援する

項

ことにより、市民が安

目

心

成果
かつ安全に接種

担

を受けることができた

当

。

課題

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

元年度

健

２年度 ３年度 ４年度 ６

康

年度

活動 支給件数（件

企

） ― ― 58 ―
指標
活動

画

指標
市独自の事業

他市

係

との
比較検証

4 1 4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算）



クチン接種医療機関

協力金支給事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点か

令

らの評価 評価の理由

　

和

医療機関が新型コロナ

４

ウイルス対策の感染拡

年

大防止対策
・法的業務

度

高い
を行うための支援

（

が、市民が安心して接

令

種を受けられるた
必要

和

性 ・市民ニーズ、社会

３

需要 めに必要であった

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　速やかに

評

交付したことにより、

価

医療機関が感染拡大防

）

止
・コストの節減、費

刈

用対効果
高い

対策を実

谷

施しやすくした。
効率

市

性 ・執行体制の効率性

事

・手段の最適性　など

務

　予防接種法に基づき

事

、ワクチン接種は市が

業

実施主体とな
・市が主

評

体となって実施する
高

価

い
っているため、市民

シ

が安心して接種を受け

ー

られるよう整備
妥当性

ト

　べき事業であるか す

（

る必要がある。
・総合

様

計画との整合性　など

式

　市内の個別接種実施

２

医療機関すべてに支給

）

した。

施策への ・施策

会

への貢献度
高い・目標

計

達成度
貢献度 ・市民サ

名

ービスへの効果　など

担

今後の方向性 □拡充　

当

□現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

福

期設定　■休止・廃止

祉健康部

Ｃ
 
　
Ｈ
 

一

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

般

∧
　
評
　
価
　
∨

会計 担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 健康企画係

4 1 4

新型コロナウイルスワ



健康企画係

4

Ｃ
　
事

1

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

4

：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 11,418 1,066,192 0 合計 1,066,192,333 円
報酬 13,611,000 円

財
　
源

特定財源 0 11,418 1,066,192 0 職員手当等 294,242 円
報償費 49,000 円

一般財源 0 0 0 0 旅費 351,530 円
需用費 14,649,740 円

職員人件費　② 0 0 97,663 77,647 役務費 37,490,103 円
委託料 995,491,738 円

総事業費（①＋②） 0 11,418 1,163,855 77,647 使用料及び賃借料 12,500 円
備品購入費 4,242,480 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業補助金

５年度以降の事業費見込 0 新型コロナウイルスワクチン
接種対策費負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安全

基本施策

和

健康づくり
施策体系

施

３

策の内容 予防接種と感

年

染症対策

目
　
　
　
的

　

度

新型コロナウイルス感

評

染症の発症及び重症

主

価

た
る
内
容

　新型コロナ

）

ウイルスワクチンの接

刈

種を安全
化の予防を図

谷

る。 かつ円滑に実施す

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令 予防接種法

対

務

象者 事業期間 令和２年

事

度 ～

実施方法 ■直営　

業

■委託　□指定管理　

評

□補助・助成　□その

価

他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

元年度実績 ２年度

計

実績 ３年度実績 ４年度

名

計画

　 ・健康管理シス

担

テムの改修 （Ｒ2繰越

当

分含む） ・健康管理シ

部

ステムの改修
　 ・コー

福

ルセンターの設置、運

祉

・健康管理システムの

健

改修 ・接種券の印刷、

康

郵送
　 　営 ・接種券の

部

印刷、郵送 ・コールセ

一

ンターの運営
　 ・医療

般

機関への説明会の開催

会

・コールセンターの運

計

営 ・接種に必要な物品

新

等の購入
　　　―――

型

―――― ・接種に必要

コ

な物品等の購入 ・個別

ロ

、集団接種体制の確保

ナ

・個別、集団接種体制

ウ

の確保 ・市民へのワク

イ

チン接種
・市民へのワ

ル

クチン接種

医療機関、

ス

施設、企業と連携し、

ワ

接種対象年齢の市民の

ク

約78％にコロナワク

チ

チン２回接種を実施す

ン

ることができた。また

接

成果
、２回目接種者の

種

約68％に３回目接種

事

を円滑に実施すること

業

ができた。

若年層の３

担

回目接種率を上げるよ

当

う、情報の周知と受け

課

やすい環境を整備して

健

いく必要がある。

課題

康

指標名称（単位）
実績

推

値 目標値

元年度 ２年度

進

３年度 ４年度 ６年度

活

課

動 新型コロナウイルス

款

ワクチン2回目接種率

項

（％） ― ― 78.0 ―

目

―
指標
活動
指標

　
他市

担

との
比較検証

当係



康企画係

4 1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　予防接種法に基づく

和

臨時接種としての予防

４

接種であり、
・法的業

年

務
高い

法的業務である

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

個別接種と集団接種に

３

よる予防接種の体制を

年

整え、希望
・コストの

度

節減、費用対効果
高い

評

する市民への接種を早

価

期に行えるように対応

）

した。
効率性 ・執行体

刈

制の効率性
・手段の最

谷

適性　など

　予防接種

市

法に基づき、接種は市

事

が実施主体となってい

務

る
・市が主体となって

事

実施する
高い

。
妥当性

業

　べき事業であるか
・

評

総合計画との整合性　

価

など

　感染症感染拡大

シ

防止対策として、ワク

ー

チン接種が有効で

施策

ト

への ・施策への貢献度

（

高い
ある。

・目標達成

様

度
貢献度 ・市民サービ

式

スへの効果　など

今後

２

の方向性 □拡充　■現

）

状維持　□改善・効率

会

化　□縮小　□終期設

計

定　□休止・廃止

　安

名

心、安全かつ円滑に市

担

民へワクチンを接種し

当

ていく。

部 福祉

Ｃ

健

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

康

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

部

∨

一般会計
新型コロナウイルスワクチン接種事業

担当課 健康推進課

款 項 目 担当係 健



企

取組 計画推進の重点的

画

取組 計画推進の重点的

係

取組 計画推進の重点的

4

取組
・ロコモ予防の健

1

康教育 19回・ロコ

1

モ予防の健康教育 13回・ロコモ予防の健康教育 17回・ロコモ予防の普及啓発
・歯、口腔に関する正しい知 ・歯、口腔に関する正しい知 ・歯、口腔に関する正しい知 ・歯、口腔に関する正しい知
　識の普及啓発 　識の普及啓発 　識の普及啓発 　識の普及啓発

　若い世代からの健康づくりのきっかけとしてかりや健康マイレ―ジ事業の普及啓発を行った。ロコモティブシンドロー

成果
ム予防を実践するための体操や健康教育を実施した。健康経営・職場の健康づくりに取り組む事業所を、認定し健康づく

りへの支援を行い、優秀な取組事業所を表彰し、ＰＲを行った。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大、またコロナワクチン接種に関する業務への対応のため、事業所や学校等への啓

発など健康づくりのための事業を十分に実施することができなかった。今後は計画期間を考慮し、各目標値の達成に向け
課題

事業所や学校等に対する周知啓発や働きかけを強化、推進していく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 ロコモティブシンドローム（運動器症候群）の認知 52.2 53.5 52.9 73.7 80.0
指標 度（％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　

Ｄ

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

　

元年度 ２年度 ３年度 ４

　

年度 ３年度

（決算） （

　

決算） （決算） （予算

Ｏ

） 事業費内訳

事業費　

　

① 548 571 180

　

263 合計 180,1

∧

12 円
需用費 180

　

,112 円

財
　
源

特

　

定財源 0 0 0 0

一般財

実

源 548 571 180

　

263

職員人件費　②

　

8,857 9,333

施

4,769 5,833

　

総事業費（①＋②） 9

　

,405 9,904 4

∨

,949 6,096

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

令和４

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 健康

和

づくり
施策体系

施策の

３

内容 健康の増進

目
　
　

年

　
的

 誰もが元気に明

度

るく暮らすために、一

評

人ひと

主
た
る
内
容

〇市

価

民が健康づくりに取り

）

組みやすい環境整
りが

刈

健康的な生活習慣を身

谷

に付け、継続して 　備

市

を行う。
いけるよう、

事

健康づくりに取り組み

務

やすい環 〇計画推進及

事

び市民周知を目的とし

業

たパンフ
境を整備し、

評

生涯を通じた市民の健

価

康づくり 　レットを作

シ

成し、市民の健康づく

ー

りを推進
を総合的に推

ト

進する。 　する。

位
置

（

づ
け

関連計画 次世代育

様

成支援行動計画、国民

式

健康保険･特定健康診

１

査等実施計画等

根拠法

）

令 健康増進法

対象者 市

会

民 事業期間 平成２６年

計

度 ～ 令和６年度

実施方

名

法 ■直営　□委託　□

担

指定管理　□補助・助

当

成　□その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

元年度

計

実績 ２年度実績 ３年度

健

実績 ４年度計画

健康づ

康

くり事業に取り組むた

日

健康づくり事業に取り

本

組むた 健康づくり事業

２

に取り組むた 健康づく

１

り事業に取り組むた
め

か

の環境整備 めの環境整

り

備 めの環境整備 めの環

や

境整備
・かりや健康マ

計

イレージ事業 ・かり

画

や健康マイレージ事業

推

 ・かりや健康マイレ

進

ージ事業 ・かりや健

事

康マイレージ事業 
 

業

 の周知啓発優待カー

担

ド688枚  の周知

当

啓発優待カード918

課

枚  　　優待カード

健

発行1,025枚  

康

の周知啓発
・かりや健

推

康づくりチャレン ・か

進

りや健康づくりチャレ

課

ン ・かりや健康づくり

款

チャレン ・協会けんぽ

項

との連携
　ジ宣言の登

目

録企業数　 59社　

担

ジ宣言の登録企業数　

当

 74社　ジ宣言の登

係

録企業数　103社・

健

事業所向け健康づくり

康

支援
計画推進の重点的



画

） 0 ３年度特定財源名

係

称

３年度までの累積事

4

業費 0 風しん抗体検査

1

事業費補助金
（国）

５

1

年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

３

容 健康の増進

目
　
　
　

年

的

　個々の情報を連携

度

し、一元管理できるシ

評

ス

主
た
る
内
容

　妊娠期

価

から個人カルテの作成

）

、各種健康診
テムを適

刈

切に管理する。 査・予

谷

防接種の対象者抽出お

市

よびデータの管
理、各

事

種講座・教室等受付の

務

管理

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令

対象者 市民 事

業

業期間 ～

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

元年度実績 ２

名

年度実績 ３年度実績 ４

担

年度計画

保守管理 保守

当

管理 保守管理 保守管理

部

　市民の情報を一元管

福

理することにより、総

祉

合的なサービスを提供

健

することができた。

成

康

果

課題

指標名称（単位

部

）
実績値 目標値

元年度

一

２年度 ３年度 ４年度 ６

般

年度

活動
指標
活動
指標

会

他市との
比較検証

計
地域健康支援シ

Ｃ

ス

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

テ

単位：千円
元年度 ２年

ム

度 ３年度 ４年度 ３年度

管

（決算） （決算） （決

理

算） （予算） 事業費内

事

訳

事業費　① 6,38

業

8 6,351 8,93

担

6 11,154 合計 8

当

,935,905 円

課

需用費 286,550

健

 円

財
　
源

特定財源 0

康

0 13 0 委託料 5,2

推

46,659 円
使用

進

料及び賃借料

一般財源

課

6,388 6,351

款

8,923 11,15

項

4 3,402,696

目

 円

職員人件費　② 3

担

,543 1,643 2

当

35 235

総事業費（

係

①＋②） 9,931 7

健

,994 9,171 1

康

1,389

建
設
事
業

全

企

体事業費（単位：千円



1

発 ・自殺対策推進の街頭啓発 ・自殺対策推進の街頭啓発 ・自殺対策推進の街頭啓発
　　　　　　　　　　　　1回　　　　　　　　　　　　2回　　　　　　　　　　　　2回　　　　　　　　　　　　2回

　感染対策をしながら講座・教室等を実施し、昨年度より実績が増加した。また、各種団体、企業等に働きかけ、一定の

成果
受講者数を確保できた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 ゲートキーパー養成者数（人） 555 150 276 100 100
指標
活動 事業所向け出張型こころの健康講座の実施事業者数 7 8 11 10 10
指標 （回）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 286 315 311 742 合計 310,720 円
報償費 122,600 円

財
　
源

特定財源 133 157 142 331 需用費 169,620 円
使用料及び賃借料 18,500 円

一般財源 153 158 169 411

職員人件費　② 0 3,367 4,171 5,682

総事業費（①＋②） 286 3,682 4,482 6,424

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源

Ｄ

名称

３年度までの累積

　

事業費 0 地域自殺対策

　

強化事業費補助
金（県

　

）

５年度以降の事業費

Ｏ

見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 健康の

３

増進

目
　
　
　
的

　平成

年

30年度に策定した刈

度

谷市自殺対策計画

主
た

評

る
内
容

　自殺対策計画

価

推進委員会の開催や自

）

殺予防
に基づき、自殺

刈

対策を総合的に推進し

谷

て自殺 に関する情報等

市

の周知や啓発、悩んで

事

いる人
の防止を図り、

務

市民の健康に寄与する

事

。 を支援する人材育成

業

を行う。

位
置
づ
け

関連

評

計画

根拠法令

対象者 市

価

民 事業期間 令和元年度

シ

～ 令和５年度

実施方法

ー

■直営　□委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度実

福

績 ４年度計画

・自殺対

祉

策計画推進委員会開 ・

健

自殺対策計画推進委員

康

会開 ・自殺対策計画推

部

進委員会開 ・自殺対策

一

計画推進委員会開
催数

般

　 催数　 催数　 催数　

会

　　　　　　　　　　

計

　　1回　　　　　　

自

　　　　　　1回　　

殺

　　　　　　　　　　

対

1回　　　　　　　　

策

　　　　1回
・ゲート

計

キーパー養成者数 ・ゲ

画

ートキーパー養成者数

推

・ゲートキーパー養成

進

者数 ・ゲートキーパー

事

養成者数
　　　　　　

業

　　　　　555人　

担

　　　　　　　　　　

当

150人　　　　　　

課

　　　　　276人　

健

　　　　　　　　　　

康

100人
・事業所向け

推

出張型こころの ・事業

進

所向け出張型こころの

課

・事業所向け出張型こ

款

ころの ・事業所向け出

項

張型こころの
健康講座

目

の実施事業者数 健康講

担

座の実施事業者数 健康

当

講座の実施事業者数 健

係

康講座の実施事業者数

健

　　　　　　　　　　

康

　　7回　　　　　　

増

　　　　　  8回　

進

　　　　　　　　　　

係

 11回　　　　　　

4

　　　　　 10回
・

1

自殺対策推進の街頭啓



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 150 150 151 合計 150,480 円
使用料及び賃借料 150,480 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 150 150 151

職員人件費　② 0 373 454 455

総事業費（①＋②） 0 523 604 606

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

健康づくり
施策体系

施

和

策の内容 健康の増進

目

３

　
　
　
的

　市民が参加

年

するイベント等の主催

度

者に対し､

主
た
る
内
容

評

　市民が参加するイベ

価

ント等の主催者に対し

）

､
ＡＥＤを貸し出すこ

刈

とにより、その参加者

谷

が ＡＥＤの貸出を行う

市

。
心肺停止状態に陥っ

事

た際に早期に救命措置

務

を 〇対象　おおむね1

事

0人以上が参加する市

業

内で
行うことができる

評

体制を整え、市民の安

価

心と 　開催されるイベ

シ

ント
安全の確保を図る

ー

。 〇費用　無料
〇貸出

ト

場所　保健センター

位

（

置
づ
け

関連計画

根拠法

様

令

対象者 事業期間 令和

式

２年度 ～

実施方法 ■直

１

営　□委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業

康

　
実
　
績

元年度実績 ２

部

年度実績 ３年度実績 ４

一

年度計画

　 ・貸出ＡＥ

般

Ｄ保有数　2台 ・貸出

会

ＡＥＤ保有数　2台 ・

計

貸出ＡＥＤ保有数　2

Ａ

台
　 ・市民だより及び

Ｅ

ホームペー ・市民だよ

Ｄ

り及びホームペー ・市

貸

民だより及びホームペ

出

ー
　 　ジによる周知 　

事

ジによる周知　　　　

業

　　 　ジによる周知　

担

　
　　　――――――

当

―

　新型コロナウイル

課

スの感染拡大により、

健

イベント等が相次いて

康

中止となるなか、3件

推

ではあるが貸出実績を

進

得ることが

成果
できた

課

。

　新型コロナウイル

款

スの感染拡大により、

項

事業ＰＲが十分にでき

目

なかった。また、イベ

担

ント等が相次いて中止

当

となり、申

請が少なか

係

った。
課題

指標名称（

健

単位）
実績値 目標値

元

康

年度 ２年度 ３年度 ４年

増

度 ６年度

活動 ＡＥＤ貸

進

出件数（件） ― 3 3 5

係

10
指標
活動
指標

他市

4

との
比較検証

1 1



費　② 4,005 3,808 4,240 4,621 工事請負費 838,200 円
備品購入費 3,438,930 円

総事業費（①＋②） 31,263 32,967 37,128 37,287

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

３

　
　
的

　保健センター

年

の適切な維持管理等を

度

図る。

主
た
る
内
容

　光

評

熱水費、施設保守管理

価

委託料

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

刈

対象者を限定せず 事業

谷

期間 昭和５５年度 ～

実

市

施方法 ■直営　■委託

事

　□指定管理　□補助

務

・助成　□その他

事業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

式

年度実績 ２年度実績 ３

１

年度実績 ４年度計画

総

）

合健康センター維持管

会

理を 総合健康センター

計

維持管理を 総合健康セ

名

ンター維持管理を 総合

担

健康センター維持管理

当

を
行った。 行った。 行

部

った。 行う。

　総合健

福

康センターの適切な維

祉

持管理が図られた。

成

健

果

　平成23年度に施

康

設が開設して10年が

部

経過しており、細かい

一

部分で修繕の必要な箇

般

所が出てきている。

課

会

題

指標名称（単位）
実

計

績値 目標値

元年度 ２年

施

度 ３年度 ４年度 ６年度

設

 
指標

 
指標

 
他市と

管

の
比較検証

理事業
担当課 健康

Ｃ
　
事
　

推

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

進

千円
元年度 ２年度 ３年

課

度 ４年度 ３年度

（決算

款

） （決算） （決算） （

項

予算） 事業費内訳

事業

目

費　① 27,258 2

担

9,159 32,88

当

8 32,666 合計 3

係

2,887,846 

健

円
需用費 9,719,

康

257 円

財
　
源

特定

企

財源 77 53 63 74

画

役務費 1,373,7

係

95 円
委託料 13,

4

478,997 円

一

1

般財源 27,181 2

1

9,106 32,825 32,592 使用料及び賃借料
4,038,667 円

職員人件



4

4,516 311,3

1

04 合計 314,51

1

6,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 314,516,000 円

一般財源 301,758 521,527 314,516 311,304

職員人件費　② 231 896 1,514 1,212

総事業費（①＋②） 301,989 522,423 316,030 312,516

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 健康づくり

和

施策体系
施策の内容 地

３

域医療体制の充実

目
　

年

　
　
的

　市民がいつで

度

も安心して医療が受け

評

られる

主
た
る
内
容

　刈

価

谷豊田総合病院の運営

）

に対する補助
ように、

刈

市民病院的病院として

谷

位置づけられ
ている刈

市

谷豊田総合病院の健全

事

な運営の維持
を支援す

務

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令  

対象者 医

業

療法人豊田会 事業期間

評

昭和５６年度 ～

実施方

価

法 □直営　□委託　□

シ

指定管理　■補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

元年度

担

実績 ２年度実績 ３年度

当

実績 ４年度計画

刈谷豊

部

田総合病院の健全な運

福

刈谷豊田総合病院の健

祉

全な運 刈谷豊田総合病

健

院の健全な運 刈谷豊田

康

総合病院の健全な運
営

部

を支援した。 営を支援

一

した。 営を支援した。

般

営を支援する。
※新型

会

コロナウイルス影響下

計

　での運営安定化を図

刈

るため
　2億円を増額

谷

　刈谷豊田総合病院の

豊

健全な運営を支援する

田

ことにより、市民が安

総

心して医療を受けられ

合

る環境整備に寄与する

病

ことがで

成果
きた。

 

院

課題

指標名称（単位）

補

実績値 目標値

元年度 ２

助

年度 ３年度 ４年度 ６年

事

度

成果 安心できる医療

業

環境が整っていると思

担

う市民の割合 84 ― 8

当

4.9 88 88.0
指

課

標 （％）
 

指標
 

他市

健

との
比較検証

康推進課

款 項 目 担

Ｃ
　
事

当

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

係

：千円
元年度 ２年度 ３

健

年度 ４年度 ３年度

（決

康

算） （決算） （決算）

企

（予算） 事業費内訳

事

画

業費　① 301,75

係

8 521,527 31



係

0 0 0 0 交付金 9,3

4

48,000 円

一般

1

財源 9,400 9,5

1

04 9,348 8,855

職員人件費　② 539 224 227 159

総事業費（①＋②） 9,939 9,728 9,575 9,014

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 健康づく

和

り
施策体系

施策の内容

３

健康の増進

目
　
　
　
的

年

　市民の健康を守り福

度

祉の向上に資する。

主

評

た
る
内
容

　一ツ木福祉

価

センターの補完施設と

）

して、市
民に開放され

刈

ている介護老人保健施

谷

設の清掃
業務費及び光

市

熱水費を補助する。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令  

対象者 医療法人

事

豊田会 事業期間 平成１

業

０年度 ～

実施方法 □直

評

営　□委託　□指定管

価

理　■補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

元年度実績 ２

名

年度実績 ３年度実績 ４

担

年度計画

・施設利用実

当

績 新型コロナウイルス

部

感染症感 新型コロナウ

福

イルス感染症感 施設の

祉

一般開放、介護予防教

健

　149回　延989

康

人 染拡大防止のため利

部

用実績は 染拡大防止の

一

ため利用実績は 室の開

般

催
・介護予防教室 なし

会

。 なし。
　  3回　

計

延 32人

　感染症拡

健

大防止対策を優先し、

康

介護老人保健施設の利

づ

用者の健康の保持に努

く

めた。

成果

 

課題

指標

り

名称（単位）
実績値 目

推

標値

元年度 ２年度 ３年

進

度 ４年度 ６年度

成果 日

施

頃から健康づくり活動

設

を実践している市民の

補

割合 68.6 ― 71.

助

2 80 80.0
指標 （

事

％）
 

指標
 

他市との

業

比較検証

担当課 健康推進課

Ｃ
　
事
　
業

款

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

項

円
元年度 ２年度 ３年度

目

４年度 ３年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 9,400 9,5

健

04 9,348 8,8

康

55 合計 9,348,

企

000 円
負担金、補

画

助及び

財
　
源

特定財源



定財源 0 0 0 0 交付金 8,744,115 円

一般財源 0 0 8,744 7,000

職員人件費　② 0 896 530 765

総事業費（①＋②） 0 896 9,274 7,765

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

新型コロナウイルス対応支援資金利子補給

事業

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安全

和

基本施策 健康づくり
施

３

策体系
施策の内容 地域

年

医療体制の充実

目
　
　

度

　
的

　市民が安心して

評

医療が受けられるよう

価

、医

主
た
る
内
容

　新型

）

コロナウイルス感染症

刈

により減収等の
療機関

谷

等の経営の安定を図る

市

。 影響を受けた医療機

事

関が、独立行政法人福

務

祉
医療機構から新型コ

事

ロナウイルス対応支援

業

資
金の融資を受けた場

評

合、その利子相当分に

価

つ
いて支援する。

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

刈谷市新型コロナウイ

ト

ルス対応支援資金利子

（

補給補助金交付要綱

対

様

象者 市内医療機関等 事

式

業期間 令和２年度 ～ 令

１

和８年度

実施方法 □直

）

営　□委託　□指定管

会

理　■補助・助成　□

計

その他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

元年度実績 ２

一

年度実績 ３年度実績 ４

般

年度計画

　 　 交付件数

会

　１事業所 申請に応じ

計

て交付する。
　 　
　 　

担

　 　
　　　―――――

当

―― 　　　―――――

課

――

　医療機関の経営

健

の安定を図ることによ

康

り、市民が安心して医

推

療が受けられる体制づ

進

くりに寄与した。

成果

課

課題

指標名称（単位）

款

実績値 目標値

元年度 ２

項

年度 ３年度 ４年度 ６年

目

度

成果 交付件数 0 1 1

担

指標
活動
指標

　市独自

当

の事業である。
他市と

係

の
比較検証

健康企画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 8,744 7,000 合計 8,744,115 円
負担金、補助及び

財
　
源

特



康

0 交付金 23,127

企

,500 円

一般財源

画

25,000 25,0

係

00 23,128 25

4

,000

職員人件費　

1

② 231 224 227

1

159

総事業費（①＋②） 25,231 25,224 23,355 25,159

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

３

の内容 地域医療体制の

年

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

度

医師会臨床検査センタ

評

ーの検査設備を

主
た
る

価

内
容

　検査機器やシス

）

テム導入に要する経費

刈

の補
充実する事業に対

谷

し補助することで地域

市

住民 助
の健康を守り医

事

療サービスの推進を図

務

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令  

対象者 一

業

般社団法人刈谷医師会

評

事業期間 平成２年度 ～

価

実施方法 □直営　□委

シ

託　□指定管理　■補

ー

助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

元年度実績 ２年度実績

当

３年度実績 ４年度計画

部

検査設備の更新、導入

福

経費に 検査設備の更新

祉

、導入経費に 検査設備

健

の更新、導入経費に 検

康

査設備の更新、導入経

部

費に
対し補助した。 対

一

し補助した。 対し補助

般

した。 対し補助する。

会

　検査設備を充実する

計

ことで精度管理の向上

臨

が図られ、市民の健康

床

管理に対し、寄与する

検

ことができた。

成果

　

査

課題

指標名称（単位）

セ

実績値 目標値

元年度 ２

ン

年度 ３年度 ４年度 ６年

タ

度

成果 安心できる医療

ー

環境が整っていると思

検

う市民の割合 84 ― 8

査

4.9 88 88.0
指

設

標 （％）
 

指標
 

他市

備

との
比較検証

補助事業
担当課 健

Ｃ
　
事

康

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

推

：千円
元年度 ２年度 ３

進

年度 ４年度 ３年度

（決

課

算） （決算） （決算）

款

（予算） 事業費内訳

事

項

業費　① 25,000

目

25,000 23,1

担

28 25,000 合計

当

23,127,500

係

 円
負担金、補助及び

健

財
　
源

特定財源 0 0 0



1

受け入れ体制の緩和に貢献するとともに、市民の救急医療の確保が図られた。

 

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 安心できる医療環境が整っていると思う市民の割合 84 ― 84.9 88 88.0
指標 （％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 32,270 30,122 29,994 32,939 合計 29,993,658 円
委託料 2,632,282 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 27,361,376 円

一般財源 32,270 30,122 29,994 32,939

職員人件費　② 231 224 227 159

総事業費（①＋②） 32,501 30,346 30,221 33,098

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 地域医

３

療体制の充実

目
　
　
　

年

的

　刈谷医師会が運営

度

する休日診療所及び休

評

日

主
た
る
内
容

〇休日等

価

の8時30分から19

）

時30分、刈谷医師会

刈

在宅当番医制事業に対

谷

し補助することにより

市

　が開設する休日診療

事

所（内科）にて救急患

務

市民の休日の救急医療

事

体制の確保を図るとと

業

　者の診療にあたるこ

評

とへの人件費の補助
も

価

に、第2次及び第3次

シ

医療機関での受け入れ

ー

〇休日等の9時から1

ト

7時、刈谷医師会が実

（

施す
患者数を抑制する

様

。 　る在宅当番医制事

式

業（外科）にて救急患

１

者
　の診療にあたるこ

）

とへの人件費の補助
〇

会

事業委託料は、刈谷医

計

師会に属する刈谷、
　

名

知立、高浜の3市の会

担

員数で按分し負担
　

位

当

置
づ
け

関連計画  

根拠

部

法令  

対象者 一般社団

福

法人刈谷医師会 事業期

祉

間 昭和４９年度 ～

実施

健

方法 □直営　□委託　

康

□指定管理　■補助・

部

助成　□その他

一般会計
休日診療

Ｂ

運

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

営

度実績 ２年度実績 ３年

支

度実績 ４年度計画

・休

援

日診療所開設日数　7

事

5日 ・休日診療所開設

業

日数　70日 ・休日診

担

療所開設日数　70日

当

・休日診療所開設日数

課

　70日
・診療人数　

健

       6,6

康

48人 ・診療人数  

推

       1,5

進

25人 ・診療人数  

課

       2,2

款

65人 ・外科診療日数

項

　      55日

目

・外科診療日数　  

担

    55日 ・外科

当

診療日数　     

係

 49日 ・外科診療日

健

数　      48

康

日

　軽度の救急患者の

企

処置を行うことにより

画

、重度の救急患者を受

係

け入れる2次及び3次

4

救急医療機関(刈谷豊

1

田総合病院等)

成果
の



康

05 円
負担金、補助

企

及び

財
　
源

特定財源 0

画

0 0 0 交付金 3,95

係

1,905 円

一般財

4

源 4,231 3,99

1

8 3,952 3,90

1

6

職員人件費　② 231 224 227 159

総事業費（①＋②） 4,462 4,222 4,179 4,065

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

３

の内容 地域医療体制の

年

充実

目
　
　
　
的

 刈谷

度

市歯科医師会が運営す

評

る休日歯科在宅当

主
た

価

る
内
容

 休日等の9時

）

から12時の間、在宅

刈

輪番制で救
番医制事業

谷

の運営を補助すること

市

で市民の休 急患者の診

事

療にあたることへの運

務

営費の補助
日の医療確

事

保を図る。

位
置
づ
け

関

業

連計画  

根拠法令  

対

評

象者 一般社団法人刈谷

価

市歯科医師会 事業期間

シ

平成８年度 ～

実施方法

ー

□直営　□委託　□指

ト

定管理　■補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度実

福

績 ４年度計画

歯科の休

祉

日診療を当番制で実 歯

健

科の休日診療を当番制

康

で実 歯科の休日診療を

部

当番制で実 歯科の休日

一

診療を当番制で実
施し

般

た。 施した。 施した。

会

施する。
・開設日数　

計

81日 ・開設日数　7

休

6日 ・開設日数　75

日

日 ・開設日数　75日

歯

　お盆や年末年始を含

科

め、休日における市民

在

の救急医療の確保が図

宅

られた。

成果

 

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

番

目標値

元年度 ２年度 ３

医

年度 ４年度 ６年度

成果

制

安心できる医療環境が

運

整っていると思う市民

営

の割合 84 ― 84.9

補

88 88.0
指標 （％

助

）
 

指標
 

他市との
比

事

較検証

業
担当課 健康推進

Ｃ
　
事
　
業
　

課

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

款

元年度 ２年度 ３年度 ４

項

年度 ３年度

（決算） （

目

決算） （決算） （予算

担

） 事業費内訳

事業費　

当

① 4,231 3,99

係

8 3,952 3,90

健

6 合計 3,951,9



当係 健康企画係

4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

1

　
ト

単位：千円
元年度

1

２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,750 1,750 1,750 1,750 合計 1,750,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,750,000 円

一般財源 1,750 1,750 1,750 1,750

職員人件費　② 231 224 227 159

総事業費（①＋②） 1,981 1,974 1,977 1,909

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安全

基本

和

施策 健康づくり
施策体

３

系
施策の内容 地域医療

年

体制の充実

目
　
　
　
的

度

　在宅ねたきり老人等

評

の口腔機能障害を改善

価

主
た
る
内
容

　在宅寝た

）

きり老人や障害者で歯

刈

科往診希望
し、健康の

谷

保持と歯科保健の充実

市

を図るため 者を対象に

事

、刈谷医師会の主治医

務

と連絡をと
刈谷市歯科

事

医師会に対し補助する

業

。 り、口腔内の予診を

評

行い、治療計画を立て

価

治
療していくこれらの

シ

事業に対する補助

位
置

ー

づ
け

関連計画  

根拠法

ト

令  

対象者 一般社団法

（

人刈谷市歯科医師会 事

様

業期間 平成元年度 ～

実

式

施方法 □直営　□委託

１

　□指定管理　■補助

）

・助成　□その他

会計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

康

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度実績 ４年度計画

在

一

宅寝たきり老人や障害

般

者で 在宅寝たきり老人

会

や障害者で 在宅寝たき

計

り老人や障害者で 在宅

在

寝たきり老人や障害者

宅

で
歯科往診希望者を対

ね

象に訪問 歯科往診希望

た

者を対象に訪問 歯科往

き

診希望者を対象に訪問

り

歯科往診希望者を対象

老

に訪問
歯科診療を実施

人

した。 歯科診療を実施

等

した。 歯科診療を実施

歯

した。 歯科診療を実施

科

する。
・診療件数　　

医

　  285件 ・診療

療

件数　　　  334

推

件 ・診療件数　　　　

進

391件

　刈谷市歯科

補

医師会が行う訪問歯科

助

診療事業に対し補助す

事

ることにより、在宅寝

業

たきり老人や障害者の

担

口腔機能障害の改

成果

当

善に寄与することがで

課

きた。

 

課題

指標名称

健

（単位）
実績値 目標値

康

元年度 ２年度 ３年度 ４

推

年度 ６年度

成果 安心で

進

きる医療環境が整って

課

いると思う市民の割合

款

84 ― 84.9 88 8

項

8.0
指標 （％）

 
指

目

標
 

他市との
比較検証

担



企

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

画

円
元年度 ２年度 ３年度

係

４年度 ３年度

（決算）

4

（決算） （決算） （予

1

算） 事業費内訳

事業費

1

　① 859 898 960 979 合計 959,800 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 959,800 円

一般財源 859 898 960 979

職員人件費　② 539 224 227 159

総事業費（①＋②） 1,398 1,122 1,187 1,138

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 健康

和

づくり
施策体系

施策の

３

内容 健康の増進

目
　
　

年

　
的

　刈谷市歯科医師

度

会が行う健康づくりを

評

目的

主
た
る
内
容

　歯科

価

医師による歯科健診・

）

保健指導を実施
とした

刈

事業に対し補助するこ

谷

とで高齢になっ し、ま

市

た健康づくりのための

事

講習会等を開催
ても自

務

分の歯で楽しく食生活

事

を送ることので する事

業

業に対する補助
きるよ

評

う市民の歯の健康保持

価

・増進を図る。

位
置
づ

シ

け

関連計画  

根拠法令

ー

 

対象者 一般社団法人

ト

刈谷市歯科医師会 事業

（

期間 平成２０年度 ～

実

様

施方法 □直営　□委託

式

　□指定管理　■補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

健

年度実績 ２年度実績 ３

康

年度実績 ４年度計画

歯

部

科健康診査、歯科に関

一

する 歯科健康診査、歯

般

科に関する 歯科健康診

会

査、歯科に関する 歯科

計

健康診査、歯科に関す

健

る
健康づくり講習会、

康

研修、802健康づく

づ

り講習会、研修を実 健

く

康づくり講習会、研修

り

を実 健康づくり講習会

推

、研修、802
0表彰

進

事業を開催した。 施し

歯

た。 施した。 0表彰事

科

業を開催。

　刈谷市歯

事

科医師会による歯科に

業

関する各種事業を実施

補

することで市民の健康

助

増進に寄与することが

事

できた。

成果

 

課題

指

業

標名称（単位）
実績値

担

目標値

元年度 ２年度 ３

当

年度 ４年度 ６年度

成果

課

日頃から健康づくり活

健

動を実践している市民

康

の割合 68.6 ― 71

推

.2 80 80.0
指標

進

（％）

指標
 

他市との

課

比較検証

款 項 目 担当係 健康

Ｃ
　
事
　
業



4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 205 205 205 205 合計 205,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 205,000 円

一般財源 205 205 205 205

職員人件費　② 539 224 227 0

総事業費（①＋②） 744 429 432 205

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 健康づくり

和

施策体系
施策の内容 健

３

康の増進

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市薬剤師会が行う

度

市民の健康増進に寄

主

評

た
る
内
容

　時事に応じ

価

て市民が不安や悩みを

）

抱くよう
与することを

刈

目的とした事業に対し

谷

補助する な薬に関わる

市

テーマによる市民講座

事

の開催や
ことで市民に

務

薬に関する正しい知識

事

や最新の 冊子等により

業

知識の啓蒙や情報を提

評

供する事
情報を提供す

価

る。 業に対する補助

位

シ

置
づ
け

関連計画  

根拠

ー

法令  

対象者 一般社団

ト

法人刈谷市薬剤師会 事

（

業期間 平成２０年度 ～

様

実施方法 □直営　□委

式

託　□指定管理　■補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

健

元年度実績 ２年度実績

康

３年度実績 ４年度計画

部

・市民健康講座を2回

一

開催 ・市民健康講座を

般

2回開催 ・市民健康講

会

座を1回開催 ・市民健

計

康講座の開催
  「正

薬

しい薬の飲み方」 ・啓

と

発用リーフレットを配

健

布 ・啓発用リーフレッ

康

トを配布 ・啓発用リー

推

フレットを配布
　「あ

進

なたは使っていますか

事

・ポスター等を用いた

業

広報や
　　？生活習慣

補

病で使われる 　地域住

助

民に向けたイベント
　

事

　お薬」 　などの実施

業

・啓発用リーフレット

担

を配布

　時事に応じた

当

薬に関する市民公開講

課

座を開催すること等に

健

より、市民に対する啓

康

蒙と情報提供ができた

推

。

成果

 

課題

指標名称

進

（単位）
実績値 目標値

課

元年度 ２年度 ３年度 ４

款

年度 ６年度

成果 日頃か

項

ら健康づくり活動を実

目

践している市民の割合

担

68.6 ― 71.2 8

当

0 80.0
指標 （％）

係

 
指標

 
他市との
比較

健

検証

康企画係



1

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 210 280 70 420 合計 70,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 105 140 35 210 交付金 70,000 円

一般財源 105 140 35 210

職員人件費　② 231 299 303 235

総事業費（①＋②） 441 579 373 655

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 骨髄提供者助成事業費補助金
（県）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 健康の

３

増進

目
　
　
　
的

 市内

年

に住所を有する骨髄提

度

供者及び骨髄提供

主
た

評

る
内
容

 骨髄提供者及

価

び骨髄提供者が勤務す

）

る事業
者が勤務する事

刈

業所に対して助成金を

谷

交付す 所に対して助成

市

金を交付する。
ること

事

により、骨髄提供者が

務

骨髄を提供しや ○助成

事

額（1回の骨髄等の提

業

供につき7日を限
すい

評

環境を整備する。   

価

度）
　　提供者　1日

シ

につき2万円
　　事業

ー

所　1日につき1万円

ト

位
置
づ
け

関連計画

根拠

（

法令

対象者 主たる内容

様

欄参照 事業期間 令和元

式

年度 ～

実施方法 □直営

１

　□委託　□指定管理

）

　■補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

元年度実績 ２年

部

度実績 ３年度実績 ４年

一

度計画

・助成対象者数

般

　　　　1人 ・助成対

会

象者数　　　　2人 ・

計

助成対象者数　　　　

骨

0人 ・助成対象者数　

髄

　　　2人
・助成対象

提

事業所数　1箇所 ・助

供

成対象事業所数　0箇

者

所 ・助成対象事業所数

等

　1箇所 ・助成対象事

助

業所数　2箇所

　骨髄

成

提供者及び骨髄提供者

事

が勤務する事業所に対

業

して助成金を交付する

担

ことにより、骨髄提供

当

者が骨髄を提供しやす

課

い

成果
環境を整備する

健

ことができた。

課題

指

康

標名称（単位）
実績値

推

目標値

元年度 ２年度 ３

進

年度 ４年度 ６年度

活動

課

従業員及びその家族の

款

健康づくりを積極的に

項

進める 59 74 64 7

目

5 80
指標 事業所への

担

ＰＲ数（社）
活動
指標

当

他市との
比較検証

係 健康企画係

4 1

Ｃ



1

,303 1,898 合

1

計 1,302,963 円
需用費 1,238,963 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 64,000 円

一般財源 1,212 1,505 1,303 1,898

職員人件費　② 4,159 523 1,211 1,212

総事業費（①＋②） 5,371 2,028 2,514 3,110

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

令

基本施策 健康づくり
施

和

策体系
施策の内容 地域

３

医療体制の充実

目
　
　

年

　
的

　災害時における

度

医療救護体制の充実を

評

図る

主
た
る
内
容

　市内

価

5小中学校に配置した

）

医療器具や医薬品
ため

刈

、災害時の医療救護活

谷

動に必要な医療器 を点

市

検し、使用期限の切れ

事

るものを更新し適
具・

務

医薬品等を救護所施設

事

に常備する。 正に管理

業

する。

位
置
づ
け

関連計

評

画  

根拠法令  

対象者

価

市民 事業期間 平成１８

シ

年度 ～

実施方法 ■直営

ー

　■委託　□指定管理

ト

　□補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　

当

実
　
績

元年度実績 ２年

部

度実績 ３年度実績 ４年

福

度計画

医薬品等の使用

祉

期限を確認し 医薬品等

健

の使用期限を確認し 医

康

薬品等の使用期限を確

部

認し 医薬品等の使用期

一

限を確認し
随時更新す

般

るとともに、防災 随時

会

更新するとともに、防

計

災 随時更新するととも

医

に、防災 随時更新する

療

。
用の備品購入を行っ

救

た。 用の備品購入を行

護

った。 用の備品購入を

器

行った。

　医薬品等の

材

更新を行い、災害時の

等

医療救護の実施に備え

整

た。

成果

課題

指標名称

備

（単位）
実績値 目標値

事

元年度 ２年度 ３年度 ４

業

年度 ６年度

成果 安心で

担

きる医療環境が整って

当

いると思う市民の割合

課

― 84.9 ― 86.0

健

88.0
指標 （％）

 

康

指標
 

他市との
比較検

推

証

進課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

健

ス
　
ト

単位：千円
元年

康

度 ２年度 ３年度 ４年度

企

３年度

（決算） （決算

画

） （決算） （予算） 事

係

業費内訳

事業費　① 1

4

,212 1,505 1



3

信の方法や媒体の検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 健康教育回数(回） 1,205 565 996 1,000 1,100
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,232 2,722 2,445 4,261 合計 2,445,497 円
報償費 669,150 円

財
　
源

特定財源 607 391 627 826 需用費 1,217,357 円
役務費 155,650 円

一般財源 2,625 2,331 1,818 3,435 委託料 345,260 円
使用料及び賃借料 58,080 円

職員人件費　② 10,012 14,567 15,149 17,499

総事業費（①＋②） 13,244 17,289 17,594 21,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 健康増進事業費補助金（県）
地域自殺対策強化事業費補助

５年度以降の事業費見込 0 金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 健康の

３

増進

目
　
　
　
的

　市民

年

参画による健康づくり

度

を推進すること

主
た
る

評

内
容

○市民健康講座等

価

の保健事業及び各種教

）

室の
で「健康はつくる

刈

もの」という市民の意

谷

識を 　開催
高める。 ○

市

保健推進員や食と健康

事

づくりの会会員の養
　

務

成
○地域での健康づく

事

り活動の支援
○こころ

業

の健康づくりの各種講

評

座の開催

位
置
づ
け

関連

価

計画 第2次健康日本2

シ

1かりや計画

根拠法令

ー

健康増進法

対象者 市民

ト

事業期間 ～

実施方法 ■

（

直営　■委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

福

業
　
実
　
績

元年度実績

祉

２年度実績 ３年度実績

健

４年度計画

・健康教育

康

  18,791人 ・

部

健康教育　 5,01

一

2人 ・健康教育　 9

般

,068人 ・健康教育

会

　 9,500人
　　

計

　　　　 1,205

健

回 　　　　　　   

康

565回 　　　　　　

教

   996回 　　　

育

　　　  1000回

・

・健康相談　 1,8

相

19人 ・健康相談　 

談

  674人 ・健康相

等

談　 1,187人 ・

事

健康相談　 1,20

業

0人
　　

　感染症対策

担

を講じた上で、市民健

当

康講座、集団運動教室

課

、その他の健康づくり

健

事業を開催し、市民へ

康

健康づくりのため

成果

推

の正しい知識の普及を

進

図ることができた。

　

課

コロナ禍におけるここ

款

ろの健康づくりについ

項

て、出張型こころの健

目

康講座を企業等へ啓発

担

したことで、利用した

当

事業者

の増加につなが

係

った。

　健康への関心

健

が低い若い世代、働く

康

世代の健康づくりのた

増

めの正しい知識の普及

進

啓発が不十分である。

係

幅広い年代層へ

健康づ

4

くりに関する知識を普

1

及できるよう、情報発



044 円
需用費 38,940 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 5,814,104 円

一般財源 7,353 2,422 5,853 7,007

職員人件費　② 2,780 2,695 2,733 2,204

総事業費（①＋②） 10,133 5,117 8,586 9,211

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 健康づくり
施策体系

和

施策の内容 健康の増進

３

目
　
　
　
的

　40歳未

年

満の市民の生活習慣病

度

の早期発見・

主
た
る
内

評

容

　40歳未満の市民

価

を対象に、生活習慣病

）

予防
早期治療を図る。

刈

及び早期発見に重点を

谷

おいた健康診査を行う

市

｡

位
置
づ
け

関連計画 第

事

2次健康日本21かり

務

や計画

根拠法令 健康増

事

進法

対象者 40歳未満

業

の市民 事業期間 平成２

評

０年度 ～

実施方法 □直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

元年度実績 ２

担

年度実績 ３年度実績 ４

当

年度計画

・定員　　　

部

580人 ・定員　　　

福

180人 ・定員　　　

祉

450人 ・定員　　　

健

450人
・受診者数　

康

462人 ・受診者数　

部

146人 ・受診者数　

一

371人 ・受診者数　

般

450人

　生活習慣病

会

の予防と早期発見に貢

計

献している。若い年代

基

から健康診査を定期的

本

に受診する習慣をつけ

健

、健康の保持増進

成果

康

の意識付けとなってい

診

る。

　受診勧奨をさら

査

に実施し、受診者数を

事

増やす必要がある。

課

業

題

指標名称（単位）
実

担

績値 目標値

元年度 ２年

当

度 ３年度 ４年度 ６年度

課

活動 受診者数（人） 4

健

62 146 371 45

康

0 580
指標

 
指標

刈

推

谷市独自事業
他市との

進

比較検証

課

款 項 目 担当係 成

Ｃ
　
事
　
業

人

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

保

円
元年度 ２年度 ３年度

健

４年度 ３年度

（決算）

係

（決算） （決算） （予

4

算） 事業費内訳

事業費

1

　① 7,353 2,4

3

22 5,853 7,007 合計 5,853,



予算） 事業費内訳

事業費　① 14,033 14,429 14,334 14,946 合計 14,333,858 円
需用費 3,938 円

財
　
源

特定財源 122 498 0 0 役務費 295,000 円
委託料 14,034,920 円

一般財源 13,911 13,931 14,334 14,946

職員人件費　② 2,857 2,397 1,976 2,886

総事業費（①＋②） 16,890 16,826 16,310 17,832

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 健康の増進

目
　

３

　
　
的

　ＭＲＩ装置を

年

使い、脳の健康状態を

度

調べる

主
た
る
内
容

　問

評

診、診察、血圧測定、

価

ＭＲＩ検査・ＭＲ
こと

）

で脳血管疾患等の早期

刈

発見を図る。 Ａ検査に

谷

よる画像診断を行う。

市

※対象者の条件：40

事

歳以上の市民で刈谷市

務

脳
ドックを初めて受診

事

する人
 

位
置
づ
け

関連

業

計画 第2次健康日本2

評

1かりや計画

根拠法令

価

 

対象者 主たる内容欄

シ

※参照 事業期間 平成１

ー

６年度 ～

実施方法 □直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

元年度実績 ２

福

年度実績 ３年度実績 ４

祉

年度計画

・定員　　　

健

700人 ・定員　　　

康

700人 ・定員　　　

部

700人 ・定員　　　

一

700人
・受診者数　

般

685人 ・受診者数　

会

696人 ・受診者数　

計

684人 ・受診者数　

脳

700人

　脳動脈瘤等

ド

の早期発見により、早

ッ

期治療や疾病発生の予

ク

防に貢献した。多数回

事

落選者に対して優先枠

業

を設け、受診しや

成果

担

すい環境を整えている

当

。

　脳動脈瘤が発見さ

課

れた人等の、その後の

健

受診状況のフォローが

康

できていない。

課題

指

推

標名称（単位）
実績値

進

目標値

元年度 ２年度 ３

課

年度 ４年度 ６年度

活動

款

脳ドック受診者数（人

項

） 685 696 684

目

700 700
指標

指標

担

刈谷市独自事業
他市と

当

の
比較検証

係 成人保健係

4 1

Ｃ
　
事
　

3

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （



,353人 　　　　　　　　　12,047人 　　　　　　　　　12,300人
・心電図検査受診者数 ・心電図検査受診者数 ・心電図検査受診者数 ・心電図検査受診者数
　　　　　　　　　12,386人 　　　　　　　　　10,997人 　　　　　　　　　11,629人 　　　　　　　　　12,000人
・眼底検査受診者数 ・眼底検査受診者数 ・眼底検査受診者数 ・眼底検査受診者数
    　　　　　　　 2,183人     　　　　　　　 1,975人     　　　　　　　 2,057人     　　　　　　　 2,100人

　生活習慣病予防のための意識づけ、メタボリックシンドロームの予防につながっている。

成果

　40～59歳の働き盛りの年代の受診率向上のため、勧奨文を郵送する等で積極的に受診を勧奨する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 法定報告による特定健康診査受診率（％） 46.6 38.1 ― 47.0 47.5
指標 ※3年度の数値は12月公表予定

指標
【法定報告 令和2年度受診率】

他市との 刈谷市38.1％、碧南市40.3％、安城市44.3％、知立市40.4％、高浜市40.7％
比較検証

Ｄ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

　

ト

単位：千円
元年度 ２

　

年度 ３年度 ４年度 ３年

Ｏ

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 204

∧

,343 180,71

　

9 197,496 25

　

1,868 合計 197

実

,496,137 円

　

需用費 3,027,2

　

92 円

財
　
源

特定財

施

源 183,035 16

　

5,506 370 23

　

9,859 役務費 4,

∨

991,000 円
委託料 189,477,845 円

一般財源 21,308 15,213 197,126 12,009

職員人件費　② 4,321 4,189 3,793 3,416

総事業費（①＋②） 208,664 184,908 201,289 255,284

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 特定健診等受託収入
後期高齢者医療広域連合受託

５年度以降の事業費見込 0 事業収入
健康増進事業費補助金（県）

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 健康づくり
施策体

和

系
施策の内容 健康の増

３

進

目
　
　
　
的

　生活習

年

慣病予防を効果的に進

度

めるため、メ

主
た
る
内

評

容

　刈谷市国民健康保

価

険被保険者等を対象に

）

医
タボリックシンドロ

刈

ームに着目した健康診

谷

査 療保険者に義務付け

市

られた生活習慣病予防

事

の
を行い、生活習慣病

務

の予防、改善を図る。

事

ための特定健康診査等

業

を実施する。
※対象者

評

の条件：40歳以上の

価

刈谷市国民健康
保険加

シ

入者、後期高齢者医療

ー

保険加入者等

位
置
づ
け

ト

関連計画 第3期国民健

（

康保険特定健康診査等

様

実施計画、第2期刈谷

式

市国民健康保険データ

１

ヘルス計画

根拠法令 高

）

齢者の医療の確保に関

会

する法律、健康増進法

計

対象者 主たる内容欄※

名

参照 事業期間 平成２０

担

年度 ～

実施方法 □直営

当

　■委託　□指定管理

部

　□補助・助成　□そ

福

の他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　

特

実
　
績

元年度実績 ２年

定

度実績 ３年度実績 ４年

健

度計画

・特定健康診査

康

受診者数 ・特定健康診

診

査受診者数 ・特定健康

査

診査受診者数 ・特定健

等

康診査受診者数
　　　

事

　　　　　　 9,5

業

25人 　　　　　　　

担

　　 7,687人 　

当

　　　　　　　　 8

課

,660人 　　　　　

健

　　　　 9,000

康

人
・後期高齢者健康診

推

査受診者 ・後期高齢者

進

健康診査受診者 ・後期

課

高齢者健康診査受診者

款

・後期高齢者健康診査

項

受診者
　数　　　　　

目

　　 6,699人 　

担

数　　　　　　　 6

当

,424人 　数　　　

係

　　　　 6,639

成

人 　数　　　　　　　

人

 7,000人
・貧血

保

検査受診者数 ・貧血検

健

査受診者数 ・貧血検査

係

受診者数 ・貧血検査受

4

診者数
　　　　　　　

1

　　12,720人 　

3

　　　　　　　　11



　　 　　　　 　　　　

　一人ひとりの健康状態にあわせた、安全で効果的な運動処方の提供や運動の実践を図ることができた。

成果
　感染対策を実施しながら、予約受入人数を拡大するなど状況に応じた運営方法を見直したことで利用者数が増加した｡

　

　新型コロナ感染の状況に応じ、感染対策を実施しながら、より多く利用者を受け入れられるよう運営方法の見直しが必

要である。
課題

  

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 げんき度測定受検者数（人） 650 71 375 300 400
指標 　　　　　　　　　　　　　　　
成果 個別支援教室利用者数（人） 32,244 5,594 19,095 21,000 25,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 33,273 29,996 34,090 45,187 合計 34,090,159 円
需用費 140,446 円

財
　
源

特定財源 24,826 21,639 24,782 27,216 役務費 220,750 円
委託料 32,236,787

Ｄ

 円

一般財源 8,44

　

7 8,357 9,30

　

8 17,971 使用料

　

及び賃借料 456,8

Ｏ

36 円
備品購入費 1

　

,035,340 円

　

職員人件費　② 8,4

∧

80 8,967 9,4

　

71 9,090

総事業

　

費（①＋②） 41,7

実

53 38,963 43

　

,561 54,277

　

建
設
事
業

全体事業費（

施

単位：千円） 0 ３年度

　

特定財源名称

３年度ま

　

での累積事業費 0 健康

∨

増進事業補助金（県）
成人保健事業費寄附金

５年度以降の事業費見込 0 講座受講料
介護予防普及啓発事業受託収

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

健康づくり
施策体系

施

和

策の内容 健康の増進

目

３

　
　
　
的

　病気を持っ

年

た人や低体力の人でも

度

、安全か

主
た
る
内
容

○

評

自らの健康状態、生活

価

習慣、体力の状況を
つ

）

効果的に運動ができる

刈

場所を提供し、運動 　

谷

知るための健康度評価

市

を実施することで、
習

事

慣の定着を促すことで

務

、健康の保持・増進 　

事

健康づくりに取り組む

業

ためのきっかけづく
と

評

介護予防を図る。 　り

価

を行う。
○個別支援教

シ

室では、医師や健康運

ー

動指導士
　等の指導の

ト

もと、安全で効果的な

（

運動をす
　ることで、

様

自らの健康づくりに取

式

り組むこ
　とができる

１

ように支援する。
○コ

）

ロナ禍において、感染

会

対策を施し、安心
　安

計

全な事業運営を行う。

名

位
置
づ
け

関連計画 第2

担

次健康日本21かりや

当

計画

根拠法令 健康増進

部

法

対象者 13歳以上の

福

市民 事業期間 平成２３

祉

年度 ～

実施方法 □直営

健

　■委託　□指定管理

康

　□補助・助成　□そ

部

の他

一般会計
げんき応

Ｂ
　
事
　
業
　

援

実
　
績

元年度実績 ２年

事

度実績 ３年度実績 ４年

業

度計画

・げんき度測定

担

受検者数 ・げんき度測

当

定受検者数 ・げんき度

課

測定受検者数 ・げんき

健

度測定受検者数
　　　

康

          

推

   　650人 　　

進

　         

課

    　 71人 　

款

　　        

項

     　 375

目

人　　　      

担

       　 3

当

00人
・個別支援教室

係

利用者数 ・個別支援教

健

室利用者数 ・個別支援

康

教室利用者数 ・個別支

増

援教室利用者数
　　　

進

　　　　　　32,2

係

44人 　　　　　　　

4

　　 5,594人 　

1

　　　　　　　　 1

3

9,095人　　　　　　　　　 21,000人
　　　　　 　　



4

決算） （決算） （決算

1

） （予算） 事業費内訳

3

事業費　① 537 512 665 713 合計 665,282 円
報償費 63,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 310,331 円
役務費 149,000 円

一般財源 537 512 665 713 負担金、補助及び
交付金 142,291 円

職員人件費　② 1,548 2,621 3,793 3,788

総事業費（①＋②） 2,085 3,133 4,458 4,501

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 健康づくり

和

施策体系
施策の内容 健

３

康の増進

目
　
　
　
的

　

年

若い世代からの健康意

度

識の向上や自主的な

主

評

た
る
内
容

　運動や食事

価

等、日々の生活習慣の

）

改善に繋
健康づくりを

刈

支援する。 がる取組の

谷

実践や、各種健康診査

市

の受診、イ
ベント、地

事

域活動、ボランティア

務

活動等に取
り組むこと

事

でポイントを付与し、

業

一定以上の
ポイントの

評

獲得により、県内の協

価

力店で優待
等が受けら

シ

れるカードを交付する

ー

。

位
置
づ
け

関連計画 第

ト

2次健康日本21かり

（

や計画

根拠法令

対象者

様

市民 事業期間 平成２８

式

年度 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

元年度実績 ２年

部

度実績 ３年度実績 ４年

一

度計画

・優待カード交

般

付枚数　688枚・優

会

待カード交付枚数　9

計

18枚・優待カード交

か

付枚数　1,025・

り

優待カード交付枚数　

や

1,100
枚 枚

　チャ

健

レンジシートの設置場

康

所を増設、アプリを導

マ

入し周知したことで、

イ

利便性が図れ、目標数

レ

の達成につながった。

ー

成果

　20代の男性の

ジ

参加割合が少ないため

事

、啓発、周知をすすめ

業

ていく必要がある。

課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

元年度 ２年

課

度 ３年度 ４年度 ６年度

健

活動 優待カード交付枚

康

数（枚） 688 918

推

1,025 1,100

進

1,100
指標

指標

他

課

市との
比較検証

款 項 目 担当係 健康

Ｃ
　

増

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

進

位：千円
元年度 ２年度

係

３年度 ４年度 ３年度

（



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,219 13,329 14,548 17,581 合計 14,548,346 円
委託料 14,548,346 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 14,219 13,329 14,548 17,581

職員人件費　② 2,472 1,725 537 689

総事業費（①＋②） 16,691 15,054 15,085 18,270

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 予防接種と感染

３

症対策

目
　
　
　
的

　市

年

民の健康維持のため、

度

胸部レントゲン直

主
た

評

る
内
容

　75歳以上の

価

人を対象に、胸部レン

）

トゲン直
接撮影を実施

刈

し、結核の早期発見を

谷

図る。 接撮影を行う。

市

（65歳から74歳の

事

人は肺がん
検診に合わ

務

せて実施）

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 感染

業

症法

対象者 65歳以上

評

の市民 事業期間 昭和５

価

５年度 ～

実施方法 □直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

元年度実績 ２

当

年度実績 ３年度実績 ４

部

年度計画

・受診者数（

福

75歳以上） ・受診者

祉

数（75歳以上） ・受

健

診者数（75歳以上）

康

・受診者数（75歳以

部

上）
　6,319人(

一

対象者数14,127

般

　5,915人（対象

会

者数14,771 　

計

6,380人（対象者

住

数15,067 　6,

民

500人
  人）   

検

人） 　人）
（65歳～

診

74歳の受診者5,8

事

86人 （65歳～7

業

4歳の受診者5,37

担

4人
については肺がん

当

検診受診者 （65歳～

課

74歳の受診者5,0

健

14人については肺が

康

ん検診受診者
として計

推

上） については肺がん

進

検診受診者 として計上

課

）
として計上）

　結核

款

の早期発見に貢献して

項

いる。

成果

　結核の発

目

病が高齢者に多いと言

担

われる中、より一層の

当

受診者数の増加を図る

係

必要がある。

課題

指標

成

名称（単位）
実績値 目

人

標値

元年度 ２年度 ３年

保

度 ４年度 ６年度

活動 住

健

民健診事業としての結

係

核健診受診率（％） 4

4

4.7 40.0 42.

1

3 43.0 44.0
指

4

標
 

指標
 

他市との
比較検証



高齢者インフルエンザ予防接種　令和3年度接種率】
他市との 刈谷市64.8％、碧南市63.3％、安城市62.5％、知立市69.4％、高浜市65.6％
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 91,673 136,706 102,985 109,305 合計 102,984,797 円
需用費 1,670,458 円

財
　
源

特定財源 0 22,309 0 0 役務費 3,793,494 円
委託料 97,123,935 円

一般財源 91,673 114,397 102,985 109,305 負担金、補助及び
交付金 272,000 円

職員人件費　② 4,321 3,367 3,717 3,644 扶助費 124,910 円

総事業費（①＋②） 95,994 140,073 106,702 112,949

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 高齢者インフルエンザ予防接
種費補助金（県）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 健康づくり
施策体

和

系
施策の内容 予防接種

３

と感染症対策

目
　
　
　

年

的

　肺炎球菌による肺

度

炎や、インフルエンザ

評

の

主
た
る
内
容

　インフ

価

ルエンザ予防接種、高

）

齢者肺炎球菌
感染、発

刈

病及び重症化予防を図

谷

る。 予防接種を実施す

市

る。
　高齢者肺炎球菌

事

（任意）接種費用の助

務

成を
行う。（生涯1回

事

）

位
置
づ
け

関連計画

根

業

拠法令 予防接種法

対象

評

者 65歳以上の市民 事

価

業期間 平成１３年度 ～

シ

実施方法 □直営　■委

ー

託　□指定管理　■補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

元年度実績 ２年度実績

部

３年度実績 ４年度計画

福

・インフルエンザ　1

祉

8,209人 ・インフ

健

ルエンザ　23,09

康

7人 ・インフルエンザ

部

　20,507人 ・イ

一

ンフルエンザ　21,

般

000人
・高齢者肺炎

会

球菌　 ・高齢者肺炎球

計

菌　 ・高齢者肺炎球菌

高

　 ・高齢者肺炎球菌
　

齢

　定期接種　    

者

 1,124人 　　定

予

期接種　     1

防

,172人 　　定期接

接

種　     1,0

種

50人 　　定期接種　

事

　 　1,100人
　

業

　任意接種　    

担

 　141人 　　任意

当

接種　     　1

課

27人 　　任意接種　

健

     　 62人

康

　　任意接種　　　　

推

  80人

　高齢者の

進

インフルエンザや肺炎

課

の発病又はその重症化

款

を防止し、併せてまん

項

延の予防に貢献してい

目

る。

成果

　高齢者のイ

担

ンフルエンザ及び肺炎

当

の予防のために、さら

係

に接種率の向上に努め

成

る必要がある。

課題

指

人

標名称（単位）
実績値

保

目標値

元年度 ２年度 ３

健

年度 ４年度 ６年度

活動

係

インフルエンザ予防接

4

種率（％） 58.7 7

1

3.6 64.8 66.

4

0 68.0
指標

指標
【



861 61 560 合計 61,160 円
需用費 49,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 11,660 円

一般財源 1,876 861 61 560

職員人件費　② 1,925 224 227 159

総事業費（①＋②） 3,801 1,085 288 719

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

令

康づくり
施策体系

施策

和

の内容 予防接種と感染

３

症対策

目
　
　
　
的

　公

年

衆衛生の向上を図り、

度

清潔で住みよい環

主
た

評

る
内
容

　感染症がまん

価

延する恐れのある場合

）

、必要
境づくりを推進

刈

する。 に応じて消毒や

谷

殺虫を行う。

位
置
づ
け

市

関連計画  

根拠法令  

事

対象者 事業期間 ～

実施

務

方法 ■直営　■委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

）

度実績 ２年度実績 ３年

会

度実績 ４年度計画

・殺

計

虫剤噴煙機の貸出 ・噴

名

煙機のメンテナンス、

担

殺 ・噴煙機のメンテナ

当

ンス、殺 ・噴煙機のメ

部

ンテナンス、殺
　　　

福

　　　　　　  11

祉

7台 虫剤等の備蓄 虫剤

健

等の備蓄 虫剤等の備蓄

康

・水溶性殺虫剤の配付

部

　　　　　　　　  

一

5,129個

　消毒や

般

殺虫に必要な資材を備

会

蓄し、噴煙機のメンテ

計

ナンスを行い、迅速に

薬

対応できる体制を整え

剤

た。

成果

　殺虫剤噴煙

散

機の老朽化による不具

布

合が多いが、既に部品

事

調達は困難な状況にあ

業

る。噴煙機の備蓄、管

担

理について検討す

る必

当

要がある。
課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

健

値

元年度 ２年度 ３年度

康

４年度 ６年度

活動 水溶

推

性殺虫剤世帯配付数（

進

個） 5,129 0 0 0

課

0
指標
活動 防疫用噴煙

款

機貸出し台数（台） 1

項

17 0 0 0 0
指標

 
他

目

市との
比較検証

担当係 健康企画係

Ｃ
　

4

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

1

位：千円
元年度 ２年度

5

３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,876


